（消費税廃止各界連）2020年1月　宣伝スポット（参考例）
◆ご通行中のみなさん、商店街のみなさん。私たちは消費税廃止各界連絡会です。消費税率を5％に引き下げて景気を回復させ、くらし最優先の税制をめざしましょう。
◆消費税が10％に増税されてから、「負担が増えた」「買い物を控えている」などの声が寄せられています。この間の家計消費などの指標を見ても、景気がますます悪化していることが分かります。地域のお店は、値引き競争に巻き込まれ、複数税率で混乱し、キャッシュレス決済で資金繰りが悪化する四重苦となっています。
◆消費税増税などが要因となり、2019年のスーパーマーケットの倒産が７年ぶりに増加しました。民間信用調査会社がまとめたもので、負債総額は188億3000万円。新たな地域破壊が広がっています。
◆複数税率にともなって、2023年10月から導入される「インボイス制度」の撤回を求める声が大きくなっています。日本商工会議所や日本税理士会連合会からも「大反対」「現在の帳簿方式でも対応できる」など反対意見が上がっています。若い人を中心としたフリーランスからも、「課税業者にならないと取引から排除される」「商売ができなくなる」と怒りの声が広がっています。
◆消費税増税で庶民に負担を強いる一方で、安倍政権の横暴が際立っています。中東情勢が緊迫する中、自衛隊を派兵しました。アメリカの無法な攻撃に対して批判もせず、協力する形での派兵は、軍事的緊張を悪化させることになります。安倍政権は平和憲法9条の改悪を狙い、F35戦闘機など兵器の爆買いをすすめています。まさに、消費税が「戦争する国づくり」の財源になりかねない状況です。
◆政府は、消費税増税は社会保障充実の財源にするとしています。しかし、消費税が導入されて30年以上たちましたが、社会保障は良くなったでしょうか。消費税導入後、約397兆円の税収がありました。しかし、法人税は約298兆円、所得税も約275兆円も減収となっています。消費税は法人税と所得税減税の穴埋めにされたのです。これでは社会保障が良くなるはずがありません。
◆安倍政権はさらなる社会保障の改悪をたくらんでいます。「全世代型社会保障」をうたいながら、国民の世代間対立をあおり、後期高齢者の窓口負担を原則2割に引き上げようとしています。さらに424の公立・公的病院を統廃合し、国民を医療から、しめ出そうとしています。かぜ薬などの一部医薬品も全額自己負担にする計画です。
◆消費税増税、社会保障改悪などを強行する一方で、「桜を見る会」疑惑やカジノ汚職などが発覚し、安倍政治に対する怒りも高まっています。しかし、安倍首相は説明責任すら果たそうとしません。通常国会では、野党が一丸となって追及し、国民本位の政治にただしていくことが求められます。
◆安倍政権の下で、軍事費が過去最高額を更新し続けています。2020年度の予算案には、5兆3000億円が計上されました。中身も「専守防衛」から「先制攻撃」向けの装備拡大が推し進められており、憲法に反する税金の使い方が横行しています。今必要なことは、相次ぐ災害による被災者を支援することです。
◆「不公平な税制をただす会」は、所得税と法人税の税率を累進化し、能力に応じた負担にすることで、約41兆円もの新たな財源がうまれると試算しています。消費税10％で得られる税収は約26兆円ですから、税率を5％に引き下げるだけでなく、消費税を廃止して、社会保障を拡充することも可能です。
◆税金の集め方と使い方を正せば、消費税に頼らない道を開くことができます。いま、皆さんにお願いしている署名は、消費税率を5％に引き下げることを求める請願署名です。ご協力をお願いします。平和で豊かな国づくりをめざすためにも、消費税率５％への引き下げを決断させましょう。
